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ネット通販支援事業を行う株式会社アラタナ(宮崎市 代表取締役 濵渦伸次)はこの度、株式会社ドーガ

ン・インベストメンツ（本社：福岡県 代表取締役 森 大介）が運営を行い、株式会社西日本シテ

ィ銀行、株式会社九電工、独立行政法人中小企業基盤整備機構（中小機構）が出資をしております

「チャレンジ九州・中小企業がんばれ投資事業有限責任組合」（略称：チャレンジ九州・中小企業

がんばれファンド）を割当先とする第三者割当増資を行いました。調達金額は 3,150 万円となりま

す。 

 

今回の投資により、アラタナが提供する「カゴラボ」の iphone、Android端末への対応や、より高性能

なクラウド環境を提供するなど、サービスの拡充を行います。また、宮崎を中心に人材の育成、獲得を

今後さらに積極化致します。 

    

    

【【【【株式会社株式会社株式会社株式会社アラタナアラタナアラタナアラタナについてについてについてについて】】】】    

    

会社名 株式会社アラタナ 

所在地 宮崎県宮崎市橘通東 3 丁目 3 番地 12 号ポールスタービル 6F 

代表者 濱渦 伸次 

事業内容 

・EC サイト向け商品写真撮影代行サービス 

・EC サイト構築支援パッケージサービス「カゴラボ」 

・EC サイト運営代行 

資本金 6150 万円(資本準備金を含む) 

URL http://www.aratana.jp/ 
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※「がんばれ！中小企業ファンド」出資事業は、平成 16 年度から中小企業庁にて、新たに実施された中小企業支援施策であり、 

同庁が所轄する（独）中小企業基盤整備機構が実施機関として、ファンド総額の１/２を上限に出資を行い、目利き能力や販売

ネットワークを有する民間パートナーとともに投資ファンドを組成し、投資先の経営実態に即した資金供給と踏み込んだ経営

支援により、中小企業の新事業展開・第二創業へのチャレンジを積極的に支援するためのものです。 

    

    ・・・・このこのこのこの件件件件にににに関関関関するおするおするおするお問問問問いいいい合合合合わせわせわせわせ 

株式会社アラタナ 濱渦 http://www.aratana.jp 

  TEL：0985-23-3362 FAX：0985-71-1332 E-mail:info@aratana.jp 

  

 

 

ファンド総額 10 億円程度 

ファンド設立形態 投資事業有限責任組合 

出資者 ・ 中小企業基盤整備機構 http://www.smrj.go.jp 

・ 西日本チャレンジ投資事業有限責任組合 2 号（※） 

・ 株式会社 ドーガン・インベストメンツ http://www.dogan.jp/ 

(※)「西日本チャレンジ投資事業有限責任組合 2 号」の出資者 

・株式会社九電工 http://www.kyudenko.co.jp 

・ 西日本シティ銀行  http://www.ncbank.co.jp/index.html 

・株式会社 NCB リサーチ＆コンサルティング http://www.johoza.co.jp/ 

投資対象 主な拠点が九州圏内（九州各県・山口県・沖縄県）にあり、優れたアイデアや技術・ 

ノウハウ・ビジョンをもって新商品の開発、新事業展開にチャレンジする中小企業 

（業種・業歴不問） 

主な投資形態 ・ 株式（普通株・優先株）、新株予約権付社債の取得 

・ 融資、新株予約権付融資 

組合の存続期間 約 7 年（但し、2 年を限度に延長可） 


